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 N e w s  R e l e a s e

平成 24 年４月実施の仕組改訂 

がん共済がリニューアル！      ～生き続けるための保障へ～ 

医療共済がさらにパワーアップ！！  ～保障内容がさらに拡充～ 

自動車共済もバージョンアップ！！！ ～わかりやすさと未保障分野の解消へ～ 

ＪＡ共済連（全国共済農業協同組合連合会・代表理事理事長 横井 義則）では、平成 24 年４

月１日より、「がん共済」・「医療共済」・「自動車共済」の仕組改訂を実施します。 

 

Ⅰ．がん共済 

１．仕組改訂の目的 

がんは日本人の２人に１人が患う国民病であり、高額な治療費等への備えは万人にとって

必要性が高いものです。ＪＡ共済では平成 14 年に「がん共済」を開発し、「外科手術と長期

入院を要する治療実態に合わせた総合保障」を提供してきました。 

しかし、その後の医療技術の進歩による身体へ負担が少ない治療法の普及や、がん患者の

生存率の向上等により「長期入院前提の保障内容」と「治療実態」に乖離が生じ、利用者か

らも仕組改訂を要望されていました。 

そこで、「がん共済」を利用者のニーズに合わせ、「がん治療後も生き続けるための保障」

を提供する仕組みへ改訂し、がん治療にかかる経済的負担へ万全の備えを図ることといたし

ました。 

 

２．仕組改訂の概要 

（１） 加入年齢の拡大 

幼少期の小児がんの不安等にも対応するため、加入年齢をこれまでの「15～75 歳」から

「０～75 歳」へ拡大します。 

 

（２） 保障プランの設定 

利用者ニーズに応じて保障プランの選択を可能とするため、「基本型」と「充実型（がん

入院共済金とがん先進医療共済金以外、基本型の２倍保障）」を設定します。 
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基本型 充実型 

がん診断共済金 がん診断共済金（２倍保障） 
がん入院共済金 がん入院共済金 
がん手術共済金 がん手術共済金（２倍保障） 
がん放射線治療共済金 がん放射線治療共済金（２倍保障） 
がん治療共済金 がん治療共済金（２倍保障） 
がん先進医療共済金 がん先進医療共済金 

 

（３） 手術保障の公的医療保険制度連動方式への変更 

利用者が共済金の支払可否を確認しやすくするため、手術保障の対象を「公的医療保険

制度の対象がん手術・がん放射線治療」に変更します。 

（４） がん治療共済金の新設 

がん再発時や長期治療時の経済的負担に対応するため、がん治療共済金を新設します。 

（５） がん先進医療共済金の新設 

固形がんに対する重粒子線治療などの最新の治療に対応するため、がん先進医療共済金

を新設します。（先進医療保障のあり・なしは選択可能） 

（６） 転換制度の新設 

すでに締結されたがん共済の保障見直しができるようにするため、既契約のがん共済か

ら仕組改訂後のがん共済への転換制度を新設します。 

（７） がん退院後療養共済金、がん死亡共済金および死亡給付金の廃止 

長期入院を支払要件としているがん退院後療養共済金は支払事由が複雑で治療実態にも

合わないため、廃止します。また、がん共済を生存保障に特化したシンプルな保障内容と

するため、がん死亡共済金および死亡給付金は廃止します。 

 

■ 仕組改訂後のがん共済のイメージ（入院日額１万円・充実型・先進医療保障ありの場合） 

 

 
 
がん不担保期間

90 日 

 がん診断共済金    200 万円 

がん入院共済金    １万円×入院日数 

がん手術共済金    入院中：40 万円 外来：10 万円 

 

 

 がん放射線治療共済金 20 万円 

がん治療共済金    100 万円（１年に１回まで） 

がん先進医療共済金  技術料相当額 

 

 

 共済掛金の払込免除保障 

 

契約日    がん保障開始日 

（契約日から 91 日目） 

 
※ ゴシックは仕組改訂部分です。 
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■ 仕組改訂前後の比較（入院日額１万円の場合） 

（平成 24 年４月～） 

がん共済 

 
（～平成24年３月）

がん共済 

仕組改訂 

内容 
基本型 充実型 

共済期間 終身 － 終身 

加入年齢 １５～７５歳 加入年齢拡大 ０～７５歳 

初回がん 

診断確定 

１００万円 選択肢新設 １００万円 ２００万円 

がん入院 １万円×日数 － １万円×日数 

がん手術・ 

がん放射線 

＜別表手術＞ 

種類に応じて 

１０～４０万円 

公的連動 

＜公的連動＞ 

入院中：２０万円 

外 来：５万円 

放射線：１０万円 

＜公的連動＞ 

入院中：４０万円

外 来：１０万円

放射線：２０万円

がん治療 なし 保障新設 
５０万円 

※１年に１回 

１００万円 

※１年に１回 

がん先進医療 なし 保障新設 技術料相当額 

がん退院 ２０万円 廃止 なし 

がん死亡 １００万円 

がん以外死亡 １０万円 
廃止 なし 

保

障

内

容 

払込免除 

災害１～４級 

重度要介護状態 

特定感染症１級 

－ 

災害１～４級 

重度要介護状態 

特定感染症１級 

解約返戻金 積立金相当額 － 積立金相当額 

転換制度 なし 制度新設 あり 

 

Ⅱ．医療共済 

１．仕組改訂の目的 

生存保障の保障基盤となる医療保障を充実させるため、医療共済の仕組改訂を実施します。 

 

２．仕組改訂の概要 

（１） がん重点保障特則付契約の加入年齢の拡大 

がん重点保障特則付契約の加入年齢をこれまでの「15～75 歳」から「０～75 歳」へ拡大

します。 

（２） 先進医療共済金の額の改訂 

技術料が１万円以上の場合の先進医療共済金の額をこれまでの「技術料の額の１万円未

満の端数を切り捨てた額」から「技術料の額と同額」へ改訂します。 

（例）重粒子線治療を受けて、技術料が 3,023,297 円であった場合の先進医療共済金の額 

   ＜これまで＞ 3,020,000 円支払い（技術料 1万円未満切捨て） 

 ⇒ ＜改訂後＞  3,023,297 円支払い（技術料の額と同額） 
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（３） 特別条件（特定部位不担保法）付契約の保障拡充 

特別条件特約（特定部位不担保法）付契約に先進医療保障、入院見舞保障、がん重点保

障を付加して加入できるようにします。 

 
 
Ⅲ．自動車共済 

１．仕組改訂の目的 

 「自動車共済」のさらなる「わかりやすさ」を目指す観点から、未保障分野の解消（保障

内容の拡充）を行い、契約者自身の保障に対する理解・納得感の向上を図るとともに、仕組

みの簡素化・明確化を行います。 

 

２．保障内容の拡充 

「自動車共済」に対する契約者の期待・保障ニーズと実際の保障可否・内容との齟齬を解

消する仕組みを志向するとともに、損害額の高額化等、自動車事故にかかる情勢の変化に対

応できるよう、保障内容の拡充を行います。 

（１) 地震等車両全損時給付特約の新設【家庭用・一般用】 

東日本大震災を踏まえ、地震・噴火・津波（以下「地震等」という。）に対して契約者

に万全な保障を提供するため、自動車共済において地震保障を導入します。 

保障内容としては、地震等によって被共済自動車が、約款に定める所定の「全損」にな

った場合に共済金を支払います。 

（２) 対物賠償責任条項への対物超過修理費用保障の組込み【家庭用】 

家庭用自動車共済においては、契約者が万全な保障やスムーズな事故解決を期待する傾

向にあり、対物超過修理費用保障特約の契約実績が順調に推移していることから、対物超

過修理費用保障を対物賠償責任条項に組み込みます。 

（３) 二輪自動車および原動機付自転車における保障内容の見直し【家庭用・一般用】 

被共済自動車が二輪自動車・原動機付自転車（以下「二輪・原付」）の場合には、人身傷

害保障特約の付加を認めていない等、二輪・原付に関する保障については未保障分野があ

り、保障ニーズもあることから、二輪・原付への人身傷害保障特約の付加・適用を可能と

する等、保障内容の見直しを行います。 

（４) 人身傷害保障における共済金額の引上げ【家庭用・一般用】 

被共済者に万全な保障を提供するために共済金額の上限額を「無制限」に引き上げます。 

（５) 車両損害限定特約の保障拡充【家庭用・一般用】 

車両損害限定特約においては、事故形態の細かい差異によって共済金の支払可否が異な

ることが被共済者のわかりにくさにつながっていることから、その点を改善するための保

障拡充を行います。 
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３．仕組みの簡素化・明確化・活用頻度の低い仕組みの廃止 

  仕組みの簡素化・明確化を図る観点から、対人賠償責任条項における３日以上の入院にか

かる臨時費用の廃止、搭乗者傷害における定額支払表の簡素化等を行います。 
また、活用頻度が低い共済掛金月払特約（団体扱）の廃止を行います。 

 

４．農家・組合員向けの保障拡充 

ＪＡの事業基盤である農家・組合員の保障ニーズに対応するため、保障拡充を行います。 

（１) 車両条項における共済金額の引上げ【一般用】 

農耕作業用特殊自動車等の高額化に対応するため、車両共済金額の上限額を「１億円」

に引き上げます。 

（２) 運転者年齢条件特約における保障範囲の拡充【家庭用】 

収穫期の臨時作業人や帰省した子供が農作業を手伝う場合等について、雇用形態や年齢

条件の設定により未保障となるケースがあることから、農家・組合員における被共済自動

車の使用実態により即した仕組みとするため、これを保障対象とします。 

 

５．ご契約のしおり・約款のペーパーレス化 

これまで、自動車共済のご契約のしおり・約款については、冊子（紙）を契約者に交付し

ていましたが、契約者の利便性向上、紙資源の削減・節約による環境保護等を図るため、Ｗ

ｅｂ（ＪＡ共済ホームページ）上でご契約のしおり・約款を閲覧することができる「Ｗｅｂ

約款」を新設します。 

 ※ 一部対象外の契約もあります。 

 


